
Ⅰ 役員報酬等について

1　役員報酬についての基本方針に関する事項

法人の長

理事

監事

独立行政法人郵便貯金・簡易生命保険管理機構の役職員（法人番号8010405006889）の報酬・給与等について

  ①  役員報酬の支給水準の設定についての考え方

  ②  平成29年度における役員報酬についての業績反映のさせ方（業績給の仕組み及び導入
　　実績を含む。）

　③ 役員報酬基準の内容及び平成29年度における改定内容

当法人における役員俸給月額については、一般職の職員の給与に関する法律の指定職の
俸給に準じて設定した上限額の範囲内において、理事長が定めることになっています。

また、賞与についても、職務実績に応じ、増額又は減額することができることになっていま
す。

当法人の長の報酬については、その職責を踏まえ、国の指定職俸給表（７号俸）の範囲内と
しつつ、その者の経験等を考慮して決定しています。

平成29年度においては、賞与について増額又は減額の措置は行っていません。

役員（非常勤監事を除く。）の報酬は、俸給、特別調整手当、通勤手当及び賞与
で構成されています。月額については、独立行政法人郵便貯金・簡易生命保険管
理機構役員報酬規程（平成19年規程第6号）に則り、俸給月額に特別調整手当の
月額（俸給月額に１００分の１４を乗じて得た額）を加算して算出しています。

賞与の額については、それぞれの基準日現在（退職し、又は死亡した役員にあっ
ては、退職し、又は死亡した日現在）において当該役員の受けるべき俸給及び特別
調整手当の月額並びに俸給の月額に１００分の２５を乗じて得た額並びに俸給及び
特別調整手当の月額に１００分の２０を乗じて得た額の合計額を基礎として、「一般
職の職員の給与に関する法律」（昭和25年法律第95号）第19条の４及び第19条の７
の規定に準じて算定した額を支給します。

平成29年度は、「一般職の職員の給与に関する法律等の一部を改正する法律」
（平成29年法律第77号）による給与改定を踏まえ、年末賞与（0.05ヶ月分の引き上
げ。）の改定を実施しています。

（俸給月額）
・理事長 １，１０７，０００円以内で理事長が別に定める額
・理 事 ８１８，０００円以内で理事長が別に定める額
・監 事 ７６１，０００円以内で理事長が別に定める額



監事

（非常勤）

２　役員の報酬等の支給状況
平成29年度年間報酬等の総額

報酬（給与） 賞与 就任 退任
千円 千円 千円 千円

19,381 13,284 3,967
1,859

271
(特別調整手当)

(通勤手当)
4月1日

千円 千円 千円 千円

7,480 4,566 2,154
639
121

(特別調整手当)
(通勤手当)

10月1日 ◇

千円 千円 千円 千円

7,370 4,656 1,946
651
117

(特別調整手当)
(通勤手当)

9月30日 ◇

千円 千円 千円 千円

13,546 8,460 3,764
1,184

138
(特別調整手当)

(通勤手当)
※

千円 千円 千円 千円

1,504 1,504 （　　　　） 7月1日

千円 千円 千円 千円

383 383 （　　　　） 6月30日

注１：「前職」欄には、役員の前職の種類別に以下の記号を付しています。
　　　 退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後
       独立行政法人等の退職者「＊※」、該当がない場合は空欄
注２：「特別調整手当」とは、民間の賃金水準が高い地域に在勤する役員に支給しているものです。

その他（内容）
前職

B理事

B監事
（非常勤）

A監事

C監事
（非常勤）

法人の長

A理事

就任・退任の状況
役名

非常勤監事の報酬は、非常勤役員手当のみであり、勤務１日につき、 ３４，２００円
以内で理事長が別に定める額としています。

※ 平成２７年４月１日の前日から引き続き同一の役職を担当する非常勤役員で、

同日まで支給される手当の額が勤務１日につき３４，２００円を超え３４，９００円
以下であるものには、平成３０年３月３１日（当該役員が同日前に離職をした場合
にあっては、当該離職をした日）までの間、勤務１日につき、３４，９００円を支給。



３　役員の報酬水準の妥当性について
【法人の検証結果】
　法人の長

　理事

　監事

　監事（非常勤）

当法人の使命は、郵政民営化に伴い日本郵政公社から承継された郵便

貯金及び簡易生命保険の契約を適切かつ確実に管理するとともに、これら

に係る債務を確実に履行することにあります。
そうした組織にあって、当法人の長には、そのミッションとして、当法人の

基本的な運営方針を立案し、総務大臣の定める中期目標及びその達成の
ための中期計画に基づき、法人全体の運営管理業務を総理することが求
められます。

そのような条件を満たす人材を登用するためには、当法人と類似する他

機関と同程度の待遇をする必要がありますが、これら他機関の長の平均報

酬（22.8百万円）と比較し、検証した結果、当法人の長の報酬水準は妥当

であると考えています。
また、当法人の長の報酬水準は、その職責を踏まえ、国の指定職俸給表

（７号俸）の範囲内としつつ、その者の経験等を考慮して決定していること
から、政府の方針にも合致しており、妥当であると考えています。

当法人の理事は、理事長を補佐し、当法人の業務を掌理することが
求められています。

上記のような人材を登用するためには、当法人と類似する他機関と

同程度の待遇をする必要がありますが、これら他機関の理事等の平均

報酬（17.8百万円）と比較し、検証した結果、当法人の理事の報酬水

準は妥当であると考えています。
また、当法人の理事の報酬については、その職責を踏まえ、国の指

定職俸給表（３号俸）の範囲内としつつ、その者の経験等を考慮して決
定していることから、当法人の理事の報酬水準は政府の方針に合致し
ており、妥当であると考えています。

当法人の監事は、そのミッションとして、独立行政法人通則法等の関
係法令に基づき、法人の業務全般の監査を行い、その結果を踏まえ、
必要があると認められるときは、理事長又は総務大臣に意見を提出す
ることが求められます。

上記のような人材を登用するためには、当法人と類似する他機関と同
程度の待遇をする必要がありますが、これら他機関の監事等の平均報
酬（15.5百万円）と比較し、検証した結果、当法人の監事の報酬水準は
妥当であると考えています。

また、当法人の監事の報酬については、その職責を踏まえ、国の指
定職俸給表（２号俸）の範囲内としつつ、その者の経験等を考慮して決
定していることから、当法人の監事の報酬水準は政府の方針に合致し
ており、妥当であると考えています。

当法人の監事（非常勤）は、そのミッションとして、独立行政法人通則
法等の関係法令に基づき、法人の業務全般の監査を行い、その結果を
踏まえ、必要があると認められるときは、理事長又は総務大臣に意見を
提出することが求められます。

当法人の監事（非常勤）の報酬については、その職責を踏まえ、国の
非常勤職員の給与（３４,２００円）の範囲内としつつ、その者の経験等を
考慮して決定していることから、当法人の監事（非常勤）の報酬水準は政
府の方針に合致しており、妥当であると考えています。



【主務大臣の検証結果】

４　役員の退職手当の支給状況（平成29年度中に退職手当を支給された退職者の状況）

区分 支給額（総額） 退職年月日 業績勘案率 前職

千円 年 月

8,732 5 6 H29.3.31 1.1

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

注：「前職」欄には、退職者の役員時の前職の種類別に以下の記号を付す。
　　　退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後

　独立行政法人等の退職者「＊※」、該当がない場合は空欄

５　退職手当の水準の妥当性について
【主務大臣の判断理由等】

区分

法人の長

理事

監事A

監事B
（非常勤）

６　業績給の仕組み及び導入に関する考え方

注：「判断理由」欄には、法人の業績、担当業務の業績及び個人的な業績の検討結果を含め、業績勘案
率及び退職手当支給額の決定に到った理由等を具体的に記入する。

該当者なし

法人での在職期間

判断理由
在職期間5年6ヶ月における法人及び個人の業績等を踏まえ、「独立行政法人の役員の退職金に係る
業績勘案率の算定ルールについて」（平成27年5月25日総務大臣決定）に基づき、総務大臣が業績勘
案率１．１を決定した。退職手当支給額は、当該業績勘案率を踏まえ、｢役員退職手当規則｣に基づき決
定されており、妥当なものと認められる。

監事A

理事

該当者なし

該当者なし

法人の長

監事B
（非常勤）

役員の報酬については、国家公務員の給与に準じた水準であり、当該法人
と類似する他機関の平均報酬と比較してもその平均報酬内となっている。

当法人の役員（非常勤監事を除く。）に係る賞与の額において、理事長は、その者の
職務実績に応じて、これを増額し、又は減額することができます。

また、退職手当の額は、在職期間１月につき、退職し、又は解任された日におけるその
者の俸給月額に100 分の10.4625の割合を乗じて得た額を基準とし、これに総務大臣が
0.0 から2.0 の範囲内で業務実績に対する評価に応じて決定する業績勘案率を乗じて得
た額としています。



Ⅱ 職員給与について
１　職員給与についての基本方針に関する事項

　③　 給与制度の内容及び平成29年度における主な改定内容

２　職員給与の支給状況

　①　職種別支給状況

うち通勤手当
人 歳 千円 千円 千円 千円

25 45.5 7,877 5,742 182 2,135
人 歳 千円 千円 千円 千円

25 45.5 7,877 5,742 182 2,135

注：該当のない職員区分（在外職員、任期付職員、再任用職員、非常勤職員及び職種）の欄は省略しました。

常勤職員

うち賞与平均年齢

　①　職員給与の支給水準の設定等についての考え方

区分

事務・技術

うち所定内
平成2９年度の年間給与額（平均）

総額
人員

　②　職員の発揮した能率又は職員の勤務成績の給与への反映方法についての考え方（業績給
　　の仕組み及び導入実績を含む。）

中期計画において、当法人の職員の給与水準については、国家公務員の給与水準も
十分考慮し、手当を含めた約職員給与等の在り方について厳しく検証した上で、目標水
準・目標期間を設定して、その適正化に計画的に取り組むこととしています。

平成29年度の年度計画においては、年齢・地域・学歴勘案の対国家公務員指数を100
以下に維持することを目標として設定しました。

職員の発揮した能率又は職員の勤務成績については、理事長が人事評価を実施し、
評定に基づき、勤務成績の優良な職員に対しては、昇給の加算及び賞与の支給額の基
礎となる成績率の加算をすることにより、給与へ反映します。

俸給については、勤務成績が「優良」又は「特に優良」である職員に対して昇給の加算
を行います。

また、賞与のうち勤勉手当（査定分）については、勤務成績が「優良」又は「特に優良」
である職員に対しては、成績率につき、１００分の２０又は１００分の３０を加算します。

独立行政法人郵便貯金・簡易生命保険管理機構職員給与規程（平成19年規程第7
号） に則り、職員の給与は、基本給及び諸手当（扶養手当、通勤手当、住居手当、調
整手当、管理職手当、超過勤務手当、祝日給、夜勤手当、単身赴任手当、管理職員
特別勤務手当及び賞与）としています。

平成29年度は、「一般職の職員の給与に関する法律等の一部を改正する法律」（平
成29年法律第77号）による給与改定を踏まえ、基本給表（平成29年4月1日に遡り平均
0.2％の引き上げ。）、基本給の調整額（平成29年4月1日に遡り平均0.8％の引き上
げ。）及び年末賞与（0.1ヶ月分の引き上げ。）の改定等を実施しています。



② 年齢別年間給与の分布状況（事務・技術職員）

③ 職位別年間給与の分布状況（事務・技術職員）

（事務・技術職員）

平均
人 歳 千円

2 － －

5 53.5 9,691

5 45.5 7,760

12 39.8 6,286

1 － －

④ 賞与（平成29年度）における査定部分の比率（事務・技術職員）

夏季（６月） 冬季（１２月） 計
％ ％ ％

49.2 49.1 49.2

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 50.8 50.9 50.8

％ ％ ％

         最高～最低
　　55.4
～49.4

53.9
～48.2

　　54.6
～48.8

％ ％ ％

100 22.6 59.0

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 0 77.4 41.0

％ ％ ％

         最高～最低 　　～　　
79.2

～76.3
　　43.5
～39.4

分布状況を示すグルー
プ

千円

人員

　　・本部部長

一律支給分（期末相当）

　　・本部課長 10,294　～　8,535

－

注１：本部部長及び係員については、該当者が２人以下のため、当該個人に関する情報が特定される
　　　恐れがあることから、「人員」欄以外は記載していません。

8,542　～　7,231

7,819  ～  4,610

一般
職員

最高～最低
平均年齢

年間給与額

　代表的職位

管理
職員

－

区分

注１：①の年間給与額から通勤手当を除いた状況である。以下、④まで同じ。
注２：該当者が４人以下の年齢層については、四分位を示す点は表示していません。
注３：該当者が２人以下の年齢層については、平均給与額を示す点は表示していません。

　　・本部係長

　　・本部主任

　　・本部係員

一律支給分（期末相当）

２０歳 ５６歳２８歳２４歳 ６０歳……………………………………………………

（国）（平均）

（第１分位）

（平均）

（第３分位）

千円

0

1

2

3

4

5

6

7

0

2000

4000

6000

8000

10000

12000

２０－２３歳 ２４－２７歳 ２８－３１歳 ３２－３５歳 ３６－３９歳 ４０－４３歳 ４４－４７歳 ４８－５１歳 ５２－５５歳 ５６－５９歳

人数

平均給与額

第３四分位

第１四分位

国の平均給与

(人)(千円)



３　給与水準の妥当性の検証等

○事務・技術職員

４　モデル給与

　給与水準の妥当性の
　検証

・年齢・地域勘案　　　　　　　　　９５．４

項目

講ずる措置

・年齢勘案　　　　　　　　　　　　１０９．９

・年齢・学歴勘案　　　　　　　　 １０９．３

・年齢・地域・学歴勘案　　　　　 ９６．１

【支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合　０％】
【累積欠損額　０円（平成２８年度決算）】
【管理職の割合　２５．０％（常勤職員数４０名中１０名）】
【大卒以上の高学歴者の割合　６２．５％（常勤職員数４０名中２５名）】
【支出総額に占める給与・報酬等支給総額の割合　０．００４８％】
（支出総額　７，６４８，３０４，６３９千円、
　給与・報酬等支給総額　３６７，９７２千円：支出総額は平成２８年度決算）

【検証結果】
（法人の検証結果）
　当法人は、郵便貯金管理業務及び簡易生命保険管理業務の一部を株
式会社ゆうちょ銀行及び株式会社かんぽ生命保険に委託しており、委託
業務の適正な遂行を確保するために、これらの委託先等との間で調整、協
議、折衝、指導等を行っています。この調整等は多岐にわたる上、一定の
権限等を有する職員が対応する必要があること等から、各部、各課等に管
理職を配置しているものです。また、そのような対応ができる人材を確保し
てきた結果として、大卒以上の高学歴者の割合が６２．５％となっているもの
です。人件費については、年度計画において、国家公務員の給与水準も
十分考慮しつつ、適正な水準（対国家公務員指数（年齢・地域・学歴勘案）
100 以下）を維持するため手当を含めた役職員給与等の適切性を厳しく検
証し、必要に応じて適正化を図ることとしていますが、対国家公務員指数
（年齢・地域・学歴勘案）は100以下の水準を維持しています。
　これらのことから、当法人の給与水準は、適正なものであると考えていま
す。

　当法人の給与水準は、対国家公務員（行政職（一））指数が１０９．９となっ
ています。これは、在勤地域が東京都特別区（港区）1箇所のみである当法
人と地域手当未支給地を含む全国の平均で算出された国家公務員とで比
較された指数となっているためです。
　当法人と同じ地域（東京都特別区）に勤務する国家公務員に限定して比
較した指数である「年齢・地域勘案指数」及び「年齢・地域・学歴勘案指数」
は、それぞれ９５．４及び９６．１となっています。

（主務大臣の検証結果）
年齢勘案及び年齢・学歴勘案の対国家公務員指数が100を超過している
が、年齢・地域及び年齢・地域・学歴勘案の対国家公務員指数は100以下
である。年齢、所在地及び業務内容を踏まえた人員配置を考慮すると適正
な水準と言える。

内容

対国家公務員
指数の状況

　当法人の給与水準は、年齢・地域・学歴勘案の対国家公務員指数が、９
６．１となっています。
　引き続き年齢・地域・学歴勘案の対国家公務員指数を100以下とすること
を目標に、国家公務員の給与改定が行われる場合にはこれに時期及び水
準を合わせて給与改定を行うこと等により、適正な給与水準の維持に努め
ていくこととします。

　国に比べて給与水準が
　高くなっている理由

（扶養親族がいない場合）
○２２歳（大卒初任給）

月額 210,440円 年間給与 3,145,551円
○３５歳（主任）

月額 349,520円 年間給与 5,809,021円
○５０歳（課長）

月額 498,290円 年間給与 8,327,772円

※ 扶養親族がいる場合には、扶養手当（配偶者6,000円、子１人につき6,000円）を支給



５　業績給の仕組み及び導入に関する考え方

Ⅲ　総人件費について

(A)

(Ｂ)

(Ｃ)

(D)

(Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ)

総人件費について参考となる事項

467,094

平成２９年度

千円

千円

千円

千円

千円

367,972

8,732

19,109

71,281

給与、報酬等支給総額

退職手当支給額

区　　分

注：給与、報酬等支給総額が、財務諸表の付属明細書「役員及び職員の給与明細」の
　　 数字と一致しませんが、財務諸表については、賞与の基準期間の途中に人事異動
      （出向又は出向復帰）があったため、期間に応じて出向元が負担する負担金と
     当法人で支払った額の相殺等をしているためです。

非常勤役職員等給与

最広義人件費

福利厚生費

業績給については、下記の仕組みを導入しています。

○ 職員の発揮した能率又は職員の勤務成績については、理事長が人事評価を
実施し、評定に基づき、勤務成績の優良な職員に対しては、昇給の加算及び
賞与の支給額の基礎となる成績率の加算をすることにより、給与へ反映します。

○ 俸給については、勤務成績が「優良」又は「特に優良」である職員に対して昇給の
加算を行います。

○ 賞与のうち勤勉手当（査定分）については、勤務成績が「優良」又は「特に優良」
である職員に対しては、成績率につき、１００分の２０又は１００分の３０を加算します。

○ 「給与、報酬等支給総額」、「最広義人件費」についての増加要因
・「給与、報酬等支給総額」

平成29年度は、「一般職の職員の給与に関する法律等の一部を改正する法律」 （平成
29年法律第77号）による給与改定を踏まえ、基本給表（平成29年4月1日に遡り平均0.2％
の引き上げ。）、基本給の調整額（平均0.8％の引き上げ。）及び年末賞与（0.1ヶ月分の引き
上げ。）の改定等を行った一方で、超過勤務時間数を26.6％削減したことから、給与、報酬
等支給総額は1.6％減少しました。

・「退職手当支給額」
理事長の退職手当の支給により、退職手当支給額は4,765千円増加しました。

・「非常勤役職員等給与」
派遣職員を期間雇用に切り替えた（平成29年1月）ことに伴い、期間雇用職員給与が

増加した一方、派遣職員費用が減少したことから、非常勤役職員等給与は5.1％減少しま
した。

・「福利厚生費」
共済組合事業主負担額等の増加に伴い、福利厚生費は0.2％増加しました。

・「最広義人件費」

上記の理由等により、最広義人件費は0.4％減少しました。

〇 「公務員の給与改定に関する取扱いについて」（平成29年11月17日閣議決定）に基づき、

平成30年1月1日より以下の措置を講ずることとしました。

役員に関する講じた措置の概要：役員退職手当規程について、支給率を100分の10.875

から100分の10.4625へ改正しました。

職員に関する講じた措置の概要：職員退職手当規程について、退職事由別・勤続年数別

支給率を、国家公務員の退職手当制度の改正に準じて改正しました。



Ⅳ　その他

特になし


